
資料８ 
 

工事の施工状況の評価（工事成績評定）の実施 
について 

 
 
（論点）質の高い社会資本整備を実現するとともに、優良な企業の育成を図

るためには、工事の施工状況を適切に評価することがその前提になる

が、その適切な実施を推進するためには、どのような取組みを行うこ

とが必要か。 
 
１．基本的な考え方 
 ○ 工事成績評定は、監督・検査とは異なり、会計法及び地方自治法によ

り実施を義務付けられているものではないが、入札契約適正化法に基づ

き閣議決定された適正化指針（ガイドライン）において、各発注者が実

施すべきものとして規定されており、その実施が発注者に求められてい

る。 
 ○ 昨今の建設投資の減少による過剰供給構造の深刻化を背景に、建設工

事の質の低下が懸念される中で、高い施工能力を有する優良事業者を選

定する必要性が高まっている。また、正当な評価が行われることにより、

施工の質を向上させようとするインセンティブが事業者に働くことと

なることも踏まえれば、個々の入札を切り離して取り扱うのではなく、

事業者ごとに工事の施工状況を適切に評価すること等により、それ以降

の入札につなげていくシステムを構築すべきではないか。このためには、

客観的で公平な工事成績評定の実施が不可欠ではないか。 
○ しかしながら、市町村レベルにおいて、このための基準を策定し、ま

た公表している発注者は必ずしも多くない。 
○ このように、発注者によっては、必ずしも十分な工事成績評定が実施

されていない状況にあるものと考えられるが、工事成績評定の実施は、

今後の公共工事を実施しうる企業の技術力を評価するために不可欠な

要素であり、公平な競争の前提となるものであることから、その実施を
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徹底する必要がある。 
 
２．具体的な検討事項 
○ 工事成績評定については、その活用の範囲を拡大していく観点や、発

注件数の少ない市町村レベルにおいては近隣で工事を発注する主体と

のデータの共有も必要となることが予測される等の実務的な観点から、

できる限り発注者間で統一のとれたものとするべきではないか。 
○ 国土交通省の直轄工事において用いられている工事成績評定要領を

基に、主として市町村が行う比較的小規模の工事にも適用できるように、

地方公共団体向けの工事成績評定要領（案）を作成し、地方公共団体へ

の普及を図るべきではないか。 
○ 市町村が、自ら工事成績評定を適切に実施することが困難である場合

には、都道府県や国、あるいはその他の外部の第三者機関がその全部又

は一部を行うことなどの支援も行うべきではないか。 
○ 市町村の担当職員の技術力向上のため、国や都道府県の工事成績評定

の現場に立会い実地研修を行うことや、技術者育成研修等も行うべきで

はないか。 
○ また、評価の公正・中立性を高めることにも資することから、事業者

からの苦情申告に係る仕組みの普及についてあわせて検討すべきでは

ないか。 
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公共工事の成績評定

監督・検査とは異なり、会計法及び地方自治法により各発注者に義務付けられてい
るものではないが、適切な履行の確保に加え、受注者選定の適正化にも資するも
のであること等から、入札契約適正化法に基づく適正化指針（ガイドライン）におい
て、実施が求められている。

【適正化指針（抜粋）】

各省各庁の長等は、契約の適正な履行の確保、給付の完了の確認に加えて、受注者の適正な選定の確保を図
るため、その発注に係る公共工事について、工事の施工状況の評価（工事成績評定）を行うよう努めるものとする。
工事成績評定に当たっては、公共工事の品質を確保する観点から、施工段階での手抜きや粗雑工事に対して厳
正に対応するとともに、受注者がその技術力をいかして施工を効率的に行った場合等については積極的な評価を
行うものとする。

適正化指針等を踏まえ、国土交通省においては、優れた技術力、創意工夫への評価についてより
加点を行うこととする一方、不良行為等に対する減点を大きくするよう評定実施要領を改正済み。

【地方公共団体における工事成績要領の策定状況】
策定済み 未策定
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（平成１６年３月末現在）

14年度 15年度 14年度 15年度 14年度 15年度 14年度 15年度

44 46 2 0 1 1 0 0

93.6% 97.9% 4.3% 0.0% 2.1% 2.1% 0.0% 0.0%

12 13 1 0 0 0 0 0

92.3% 100.0% 7.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

537 650 247 213 739 730 1673 1549

16.8% 20.7% 7.7% 6.8% 23.1% 23.2% 52.4% 49.3%

593 709 250 213 740 731 1673 1549

18.2% 22.1% 7.7% 6.7% 22.7% 22.8% 51.4% 48.4%
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計
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○　地方公共団体における工事成績評定要領の公表について

都道府県

公表予定 未公表 未策定

　 工事成績評定の要領は、工事の品質を確保するために重要な役割を果た
すものであるが、その策定、公表の状況は、必ずしも十分ではなく、公表済み
団体は１／４以下となっている。
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工事成績評定の実例（国土交通省の土木工事の場合）

　国土交通省では、検査終了後、総括監督員・主任監督員・技術検査官の３名が工事成績採点表（下記）を使
用し、工事成績評定を実施。

○ 評価項目ごとにａ～ｅで評価を行う。 

○ 「高度技術」「創意工夫」「社会性等」等では、

一定範囲内で加点評価。  

○ 「法令遵守等」では、法令違反や公衆災害・労

働災害の発生により、減点評価。  



地方公共団体等での工事成績の活用を促進させるため、直轄工事成績地方公共団体等での工事成績の活用を促進させるため、直轄工事成績
データの提供を行うとともに、地方公共団体と連携してデータの拡充を推進データの提供を行うとともに、地方公共団体と連携してデータの拡充を推進

・直轄工事成績データを地方公共団体に提供することにより、工事成績評定を行ってい
ない地方公共団体をはじめとして、企業評価において工事成績の活用を促進
・併せて、地方公共団体と連携して工事成績評定データの交換・充実に着手し、直轄に
おける地方公共団体の工事成績の活用を推進

・直轄工事成績データを地方公共団体に提供することにより、工事成績評定を行ってい
ない地方公共団体をはじめとして、企業評価において工事成績の活用を促進
・併せて、地方公共団体と連携して工事成績評定データの交換・充実に着手し、直轄に
おける地方公共団体の工事成績の活用を推進
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【平成１７年度】

要領の標準化等要領の標準化等

従前は整備局内のみ
で完結した情報

不良企業の排除、
優良企業の優遇

不良企業の排除、
優良企業の優遇

【平成１６年度】
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